
【令和２年度】

閲覧年月日 閲覧申出者 法人等の場合主たる事務所の所在地 利用目的 利用目的の概要 閲覧に係る選挙人の範囲 備　考

1 R2.4.24
読売新聞東京本社編集局

世論調査部長　湯本 浩司
東京都千代田区大手町1-7-1 世論調査

全国の有権者を対象に実施する世論調査の調査対象

者を抽出(転記)するため。
第８投票区全域から無作為に45名
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4 R2.7.28
(株)サーベイリサーチセンター

四国事務所長　佐々木 寛治
香川県高松市塩屋町8-1 世論調査

客観的な県民の意向を把握するためには、無作為に

よる対象者の抽出が必要であり、抽出のもととなる

住民名簿として選挙人名簿のほかに適当なものがな

いため。

第２,６,10,14,18,22,26投票区から

145名

[調査主体]

高知県総務部広報広聴課

5 R2.8.5
(株)トミーコーポレーション

代表取締役　近藤 豊信
高知市高須2-17-34 世論調査

県民の意識を把握し、出会いから結婚、子育てまで

切れ目のない支援を推進していくうえでの基礎資料

とするため。

満18歳以上39歳以下の県民
[調査主体]

高知県地域福祉部少子対策課

6 R2.9.3
(一社)共同通信社

社長　水谷 亨
東京都港区東新橋1-7-1 世論調査 日本世論調査会　世論調査の対象者抽出のため。 第２投票区から12名

7 R2.11.13
朝日新聞東京本社

世論調査部長　宮崎 太介
東京都中央区築地5-3-2 世論調査

世論調査の対象となる有権者を選ぶため。政治や選

挙などに関する有権者の意識を客観的に測定し、分

析して報道し、もって公選法第１条に定めるところ

の民主政治の健全な発達を期する。

第28投票区から９名

8 R3.1.14
(株)サーベイリサーチセンター

広島事務所長　原田 一臣
広島県広島市中区立町2-29 学術調査

「令和２年度 肝炎検査受検状況実態把握事業」に

伴う対象者の抽出のため。
野市町東野在住の20~85歳から88名

[調査主体]

広島大学大学院医系科学研究科

疫学・疾病制御学教授　田中 純子

※ 在外選挙人名簿抄本の閲覧はありませんでした。

選挙人名簿抄本の閲覧状況について

3 清藤 真司 政治活動 住所確認をするため 市内全域

2 清藤 真司 政治活動 法定葉書送付のため 市内全域


